
資源循環分野特定技能・育成就労協議会 規約 

 

資源循環分野特定技能 ・育成就労協議会（以下「本協議会」という。）の目的並びに組織

及び運営等に関し、次のように定める。 

（目的） 

第１条 本協議会は、出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「入管

法」という。）及び外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する法

律（平成28年法律第89号。以下「育成就労法」という。）の趣旨に基づき、資源循環分

野での特定技能制度及び育成就労制度（以下「特定技能制度及び育成就労制度」という。）

における特定技能外国人及び育成就労外国人 （以下「特定技能外国人等」という。）の適

正な労働環境の整備を推進するとともに、本協議会の構成員が相互の連絡及び連携の緊

密化を図り、分野特有の技能習得の促進、制度運用上の課題の把握及び改善に関する協

議等を行い、必要な措置を講じることにより、特定技能制度及び育成就労制度の円滑か

つ適正な実施に寄与することを目的とする。 

（活動内容） 

第２条 本協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行う。 

(1) 特定技能制度及び育成就労制度の周知 

(2) 特定技能外国人等の受入れに関する優良事例及び不適正事案の防止に向けた取組

事例の共有 

(3) 特定技能外国人等の受入れに係る人権上の問題等への適応策の検討及び特定技能

外国人等に対し特に配慮すべき事項の共有 

(4) 特定技能外国人等のキャリア形成の促進に関する事項の共有 （特定技能外国人等に

係る「育成・キャリア形成プログラム」の策定・更新を含む） 

(5) 特定技能所属機関又は育成就労実施者の倒産時等における特定技能外国人等に対

する転職支援 

(6) 治安への影響を踏まえて講ずべき措置 

(7) 地域別の人手不足の状況の把握・分析を踏まえて大都市圏その他特定の地域に特定

技能外国人等が過度に集中して就労することとならないようにするための措置 （ 

過しがたい偏在が生じた場合の協議会による大都市圏等での受入れの自粛要請や、

特定技能所属機関又は育成就労実施者による他の機関に雇用されている特定技能

外国人等の引抜きの自粛要請等を含む 。） 

(8) 特定技能外国人等の公租公課の適正な履行を確保するために必要な措置 

(9) 構成員の加入要件及び加入手続の協議並びに決定 

(10) 特定技能所属機関及び育成就労実施者が構成員であることの証明 

(11) その他資源循環分野に特有の事情並びに就業構造や経済情勢等の変化に応じて講

ずべき措置 



(12) 行動規範の策定・更新 

(13) 転籍制限に係る待遇向上策の設定・周知 

(14) 前各号のほか、本協議会の目的達成に必要な事項の協議・決定・共有 

２ 本協議会が前条の目的を達成するために定める各種規程等、前項第７号に規定する措

置（自粛要請等）、前項第９号及び第13号で定める協議及び決定、その他の事務局が特

に必要と認める事項に関しては、次条第１号、第２号及び第３号に掲げる構成員で協議

し、決議する。 

３ 前項に定める事項は、次条第１号、第２号及び第３号に掲げる構成員による有効投票

数の半数以上の賛成を得て決議することができる。その場合において、有効投票数は、

構成員の過半数でなければならない。 

（構成員） 

第３条 構成員は、次に掲げる者とする。 

(1) 環境省（以下「１号構成員」という。） 

(2) 警察庁、出入国在留管理庁、外務省、厚生労働省及び外国人技能実習機構（出入国

管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に

関する法律の一部を改正する法律（令和６年法律第 60 号）施行日後は「外国人育

成就労機構」。）（以下「２号構成員」という。） 

(3) 公益社団法人全国都市清掃会議、一般社団法人日本環境保全協会、全国一般廃棄物

環境整備協同組合連合会、全国環境整備事業協同組合連合会、一般社団法人全国清

掃事業連合会、公益社団法人全国産業資源循環連合会、公益財団法人産業廃棄物処

理事業振興財団、公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター、一般財団法人日

本環境衛生センター及び公益財団法人廃棄物・３R研究財団（以下「３号構成員」

という。） 

(4) 別に定める優良機関認証を受けることなどの入会基準 （以下「入会基準」という。）

に基づき本協議会への入会を認める特定技能所属機関及び育成就労実施者 （特定技

能外国人の雇用を予定している者及び育成就労実施者となろうとする者を含む。）

（以下「４号構成員」という。） 

(5) その他本協議会が必要と認める者（以下「５号構成員」という。） 

（構成員の義務） 

第４条 ３号構成員、４号構成員及び５号構成員は、本協議会の目的等を踏まえ、 

入管法、育成就労法及びその他関連する法令並びに本協議会で定めた各種規程及び

行動規範等を遵守すること。 

２ 前項に加え、４号構成員は次に掲げる事項を行うものとする。 

(1) 特定技能外国人等を受け入れるときは、その受入れの開始時及び終了時において、

第５条第２項に定める事務局 （以下「事務局」という。）が定める様式及び方法によ

り、事務局にその旨を届け出ること。 



(2)  過しがたい偏在が生じた場合の本協議会による大都市圏等での受入れの自粛要

請等に従うこと。 

(3) 入会手続き、変更手続き及び退会手続きを適切に実施すること。 

(4) 本協議会において協議が調った事項に関する措置を講ずること。 

(5) 本協議会に対し、必要な協力を行うこと。 

(6) 資源循環分野における特定技能外国人等の受入れに関し、環境大臣又はその委託を

受けた者が行う調査、指導その他の活動に対して、必要な協力を行うこと。 

３ ３号構成員、４号構成員又は５号構成員が前２項の規定に違反するおそれがあると事

務局が判断し、当該構成員に通知したときは、その通知を受けた当該構成員は速やかに

改善に必要な措置を講じ、その改善結果を事務局へ連絡しなければならない。 

（主宰及び事務局） 

第５条 本協議会は、環境省環境再生・資源循環局資源循環課が主宰する （以下「主宰者」

という。）。 

２ 本協議会の運営に関する事務を処理するため、本協議会に事務局を置く。事務局は一

般財団法人日本環境衛生センターとし、主宰者の指示のもと、次に掲げる業務を行う。 

(1)  次条で定める会議の開催に係る調整 

(2)  構成員への連絡調整 

(3)  次条に定める会議の関連資料（議事次第、議事録等）の作成及び管理 

(4)  その他本協議会の運営に必要な事務 

（会議の招集） 

第６条 事務局は、必要に応じ、構成員を招集し、会議を開催することができる。 

２ 前項の場合において、事務局は、構成員のうち、会議の議事に関係する者（以下「参

加者」という。）のみを招集することができる。 

３ 事務局は、会議の議事に鑑みて必要があると認めるときは、構成員以外の者を会議に

参加させることができる。 

４ 事務局は、議事の内容を記載した書面等を構成員に送付し、その意見を徴し又は賛否

を問うた上、構成員の了承をもって協議会における協議に代えることができる。 

５ 事務局は、必要があると認めるときは、構成員以外の者に、協議会への出席（オブザ

ーバー含む。）及び資料の提出を求めることができる。 

（議事の公開等） 

第７条 本協議会は、原則として非公開とするが、会議資料及び議事概要を資源循環分野 

外国人材受入れ支援サイト（以下「専用サイト」という。）で公開する。ただし、公開す

ることにより個人又は法人の権利利益を著しく害する資料、その他公益を損なうおそれ

がある資料については、非公開とすることができる。 

２ 事務局は、本協議会の構成員の名簿を専用サイトにおいて公表できるものとする。 



（入会等） 

第８条 ４号構成員又は５号構成員として本協議会の構成員になろうとする者は、事務局

が定める様式及び方法により、事務局にその旨を届け出なければならない。 

２ 前項に加え、４号構成員の入会については、入会基準に基づく確認等 （以下「確認等」

という。）を経るものとする。 

３ 事務局は、前項の確認等の結果、構成員とすることが適当でないと判断した場合には、

構成員となることを拒否することができる。 

４ ４号構成員は、協議会への入会後２年に一度、確認等を受けなければならない。 

（証明書発行） 

第９条 事務局は、前条の確認等により４号構成員として本協議会への入会を認める場合

その他証明書の発行を必要とする場合、事務局が定める様式及び方法により、その証明

書を交付するものとする。 

（変更） 

第１０条 第８条により構成員となった者は、第８条第１項により事務局に届け出た事項

を変更しようとするときは、事務局が定める様式及び方法により、事務局にその旨を届

け出なければならない。 

（退会） 

第１１条 構成員は、本協議会を退会する場合には、事務局が定める様式及び方法により、

事務局にその旨を届け出なければならない。 

（除名） 

第１２条 本協議会は、３号構成員、４号構成員又は５号構成員が、次の各号のいずれか

に該当したとき、また、その他本協議会の目的に鑑み著しく適当でない行為を行ったと

きは、これを除名することができる。 

(1) 虚偽の記載または不正な手段により本協議会に加入したとき。 

(2) 第４条第１項又は第２項に違反したと認められるとき。 

(3) 第４条第３項の改善結果報告で改善がみられないと認められるとき。 

(4) 前各号のほか、特定技能外国人等の適正な受入れ及び保護を図るために構成員を除

名すべき正当な理由があるとき。 

２ 前項に加え、本協議会は、４号構成員が本協議会入会後、入会基準に適合しなくなっ

たと認められるときは、これを除名することができる。 

（雑則） 

第１３条 本協議会は、必要に応じて、本規約の見直しを行う。 

 



付則 

１ この規約は、本協議会が設立された日から施行する。 

（設立日：令和８年８月27日） 


